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令和２年 10 月吉日 

 

各  位 

 

鹿児島相互信用金庫 

 

 

大崎町の事業所先を対象とした「事業承継に対する意識調査」の実施について 

 

鹿児島相互信用金庫（本店：鹿児島市、理事長：永倉 悦雄）は、鹿児島県大崎町（町長：東 靖弘）並び

に大崎町商工会（事務局：大崎町、会長：中山 美幸）と協力して、大崎町内の事業所（法人・個人事業主）

の経営者を対象とした「事業承継に対する意識調査」事業（以下「本事業」と言います。）を実施することと

いたしましたので、お知らせいたします。 

本事業は、大崎町と当金庫が締結しております、「大崎町リサイクル未来創生プログラム」協定に基づき、

当金庫が大崎町の「事業承継調査等業務委託事業」を受託して実施するものです。 

なお、金融機関が自治体及び商工会等と連携し、自治体内の事業所を対象とした事業承継に関するアンケ

ート調査を実施するのは鹿児島県で初の事例（※当金庫調べ）です。 

 

記 

 

１．本事業の目的 

人口減少や超高齢化社会進展に伴い、国内においては事業所の経営者の高齢化（※１）が進んでおり、大崎

町内においても後継者不在等を理由とした休業・廃業が進んでいます（※２）。 

このような状況に拍車をかけるように、新型コロナ感染症の拡大は、大崎町内の飲食業をはじめとする

多くの事業者に経済的な影響と将来に対する不安を拡大させ、より一層、町内事業所の休業・廃業が加速

しかねない状況にあることから、町内経済を支える事業所の維持・存続を支援し、活力あるまちづくりを

目指すため、同町内事業所の経営者に対する事業承継の意思の確認及び事業承継に対する理解の浸透を図

ります。 

※１ 中小企業庁「中小企業の事業承継に関する集中実施期間について（2017 年７月）」参照 

※２ 事業所数の減少：総務省「経済センサス－基礎調査」及び総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」（いずれも地域経済分析

システム「RESAS」 から抽出）参照。 

後継者不在等を理由とした休・廃業については、大崎町役場調べ 

 

２．事業概要 

（１）実施内容 ・ 大崎町及び大崎町商工会と連携して、アンケート形式による事業承継に対す

る意識調査を実施します。 

・ アンケート調査結果をもとに、大崎町内事業所の事業承継に関する実態の分

析を行います。 

・ 分析結果をもとに、大崎町の事業承継政策の立案や事業承継に関するセミナ

ーの実施による機運醸成を図ります。 
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（２）スケジュール 令和２年 10 月 全先を対象とした郵送調査の実施 

令和２年 11 月 郵送調査のフォローアップとして訪問調査の実施 

令和３年３月 政策立案・提言 

  専門家による「事業承継セミナー」の実施 

（３）調査対象 大崎町に拠点をおく事業者（法人および個人事業所）のうち、 

本社が町外でない事業所の経営者の方 

※ 「平成 28 年経済センサス－活動調査」に基づく 

（４）調査内容 事業所の概要（業種、従業員数、売上高等） 

代表者の方の属性（年齢等） 

事業承継について（事業承継の意向や後継者の有無、取組み状況等） 

廃業等に関する意向調査                      ほか 

 

３．連携機関と役割 

連携機関 役割 

実施主体 

（委託者） 

大崎町 

（企画調整課） 

連携機関の調整、企画、事業所データの提供 

運営主体 

（受託者） 

鹿児島相互信用金庫 

（そうしん地域おこし研究所） 

調査実施・集計 

政策提言、事業承継に関するセミナーの運営 

後  援 大崎町商工会 調査、政策提言、セミナー募集等に関する協力 

 

４．ＳＤＧｓの取組み 

本事業は、当金庫「ＳＤＧｓ宣言」に基づき、地域が活力を持って住み続けられるまちづくりの構築に

向けた取組みであり、自治体とのパートナーシップをもって持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 

   

以 上 

 
 

【本件に関する問い合わせ先】 
鹿児島相互信用金庫 営業戦略部 そうしん地域おこし研究所（担当：白石） 
〒890-0062 鹿児島市与次郎 1-6-30 電話：099-259-5222 FAX：099-259-5227 


